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･･･「公的統計の整備に関する基本的な計画」（2020年（令和２年）６月２日）を踏まえた対応

・ 調査期日を３月31日現在から6月1日現在に変更
・ 共通の調査事項である「資本金」、「企業の事業の種類」及び「総売上高」について、
経済構造実態調査から回答データを移送（p2参照）

・ 報告負担が大きく結果への影響度が高い上場企業等について、（独）統計センターに
おける企業調査支援事業を活用

【派遣労働者に関する事項】･･･フラスカティ・マニュアルの勧告を踏まえた対応
・ 「研究関係従業者数」の内訳に「うち労働者派遣法に基づく派遣労働者」を追加
・ 令和3年度調査までは「人件費」に含めていた「派遣労働者に関する費用」を「その
他の経費」の内数として把握

【特定目的別研究費】･･･科学技術に関する政策の動きを踏まえた対応
・ 政府が戦略的に取り組むべき基盤技術として位置付けられている「ＡＩ分野」、「バ
イオテクノロジー分野」及び「量子技術分野」の３分野を追加

１．2022年科学技術研究調査における主な変更点
2022年科学技術研究調査においては、調査対象者の負担軽減や国際比較の利便性向上

に鑑み、主に以下の変更を行った。

1

経済構造実態調査・企業活動基本調査との同時・統一的な実施

調査事項の変更 ※詳細は参考１参照



経済構造実態調査から科学技術研究調査に回答データを移送した調査事項

２



（参考）変更した調査事項に係る2022年調査の結果

区 分 総額 企業 非営利団体
・公的機関

大学等研究費全体に占め
る割合（％）

研
究
費

(

億
円)

Ａ Ｉ 1 744 0.9 923 452 369 
バイオテクノロジー 2 482 1.3 1 538 371 573 
量 子 技 術 1 168 0.6 70 857 241 

構
成
比

（
％
）

Ａ Ｉ 100.0 － 52.9 25.9 21.2 
バイオテクノロジー 100.0 － 62.0 15.0 23.1 
量 子 技 術 100.0 － 6.0 73.4 20.6 

研究主体 総数 研究者 研究補助者 技能者
研究事務
その他の
関係者

研究関係従業者数（実数）（人）
企業 764 200 598 833 67 430 49 307 48 630
非営利団体 15 535 8 979 1 628 2 038 2 890
公的機関 76 639 34 661 11 331 7 744 22 903
大学等 427 182 341 131 18 260 13 428 54 363

うち労働者派遣法に基づく派遣労働者（人）
企業 36 516 15 362 14 350 3 872 2 933
非営利団体 764 69 322 153 220
公的機関 3 102 11 1 354 1 033 704
大学等 5 321 － 2 180 427 2 714

【派遣労働者に関する事項】
研究関係従業者数 内部使用研究費

【特定目的別研究費（３分野）】

３

注：2020年度は、派遣労働者に関する費用は人件費に含まれている。

（単位：億円） 

うち
派遣労働者に
関する費用

2020年度 192,365 85,972 62,000 －
2021年度 197,408 86,201 66,587 2,728

対前年度比（％） 2.6 0.3 7.4 －

その他の
経費

内部使用
研究費総額

人件費年度



2．変更した調査事項（派遣労働者に関する事項）の回答状況

研究主体
費用・人数と
も入力なし、
または０

費用又は人数
のいずれかの
み入力あり

費用・人数
とも入力あり

費用のみ
入力あり

人数のみ
入力あり

計 64.4％ 20.9％ 7.0％ 13.8％ 14.7％
企業 53.2％ 30.7％ 3.3％ 27.4％ 16.1％
非営利団体・公的機関 78.6％ 8.3％ 5.2％ 3.1％ 13.1％
大学等 72.2％ 14.0％ 11.1％ 2.9％ 13.8％
注：企業及び非営利団体・公的機関は、研究費に回答があった機関、大学等については全数

・今回の調査事項の変更により、派遣労働者に関する費用と人数を把握（※）することとした
が、費用又は人数のいずれかのみ入力があったケースは全体で20.9％、派遣人材が比較的多い
企業においては30.7％

4

（回答がいずれかのみとなった理由）
① 費用のみ入力があり、人数の入力がなかったケース

2021年度中に一時的に派遣労働者がいたため費用は発生したが、３月31日現在では派遣
労働者がいなかった

② 人数のみ入力があり、費用の入力がなかったケース
３月に採用したため対象期間内に費用が発生しない、他の機関が支払っている、
研究費として計上していない、派遣費用を分割できない 等

（※）費用は2021年度、人数は2022年３月31日現在を対象



3．同時・統一的実施の状況

・移送対象の調査事項については、科学技術研究調査の調査票の該当部分に＊＊＊をプレプリ
ントし、調査票記入上の注意において記入不要の旨を記載したものの、約３割の企業におい
て回答の入力があった（特に、オンライン回答では約６割の企業において入力があった）

2023年以降も引き続き調査の実施状況の分析を行い、オンライン回答の更なる推進や調査票
記入上の注意の充実等、調査の改善に向けた取組を行う。

5

・経済構造実態調査及び企業活動基本調査との同時・統一的な実施を行い、企業調査支援事業
を活用したこと等により、全体の回収率が上昇（2021年85％→ 2022年89％）し、企業の
オンライン回答率も上昇した（同37％→49％）

・調査期日の変更による影響はほぼなかった（照会が数件あった程度）

【移送対象の調査事項について】

【その他】
・継続して調査対象となっている一部の企業から、オンライン回答のシステム変更等に関する
照会があった

・科学技術研究調査は他の２調査よりも公表日が早く、スケジュール調整が困難な面があった

【概況】


